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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　車両に搭載される自動運転システムであって、
　自車両が複数レーンを有する道路を走行する場合、前記自車両が走行しているレーンの
隣のレーンの空き状況に関する情報と、前記隣のレーンから前記自車両が走行しているレ
ーンへ他車両が進入する進入頻度に関する情報とを取得するように構成された情報取得部
と、
　前記隣のレーンの空き状況と前記進入頻度とに応じて前記隣のレーンを自車両走行レー
ンとして選択するか否かを判断するように構成されたレーン選択部と、
　前記レーン選択部が前記隣のレーンを前記自車両走行レーンとして選択した場合、前記
隣のレーンへのレーン変更を自動で行うか、或いは、前記隣のレーンへのレーン変更を運
転者に対して提案するように構成された制御部と、を備え、
　前記レーン選択部は、前記進入頻度が閾値頻度以上である場合、前記隣のレーンの空き
状況によらず、前記隣のレーンを前記自車両走行レーンとして選択しないとする判断を維
持するように構成されていることを特徴とする自動運転システム。
【請求項２】
　前記レーン選択部は、前記閾値頻度を、少なくとも、前記隣のレーンの流れ具合と前記
自車両が走行しているレーンの流れ具合との差に応じて決定するように構成されたことを
特徴とする請求項１に記載の自動運転システム。
【請求項３】
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　前記レーン選択部は、前記閾値頻度を、少なくとも、前記隣のレーンの混み具合と前記
自車両が走行しているレーンの混み具合との差に応じて決定するように構成されたことを
特徴とする請求項１に記載の自動運転システム。
【請求項４】
　前記レーン選択部は、前記閾値頻度を、少なくとも、前記自車両が走行しているレーン
から前記隣のレーンへ他車両が退出する退出頻度に応じて決定するように構成されたこと
を特徴とする請求項１乃至３の何れか１項に記載の自動運転システム。
【請求項５】
　前記レーン選択部は、前記隣のレーンの空き状況が前記隣のレーンを前記自車両走行レ
ーンとして選択するための選択基準を満たしているか否かを判断する第１の判断処理と、
前記進入頻度が前記閾値頻度よりも小さいか否かを判断する第２の判断処理と、前記隣の
レーンの空き状況が前記選択基準を満たし、且つ、前記進入頻度が前記閾値頻度よりも小
さいことを条件として、前記隣のレーンを前記自車両走行レーンとして選択する第３の判
断処理と、を行うように構成され、
　前記制御部は、前記隣のレーンの空き状況は前記選択基準を満たしているが、前記進入
頻度が前記閾値頻度以上であるために、前記レーン選択部により前記隣のレーンが前記自
車両走行レーンとして選択されない場合、前記隣のレーンへのレーン変更を運転者に対し
て提案するように構成されていることを特徴とする請求項１乃至４の何れか１項に記載の
車両の自動運転システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、車両に搭載される自動運転システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　特許文献１には、運転者にレーン変更の意図があることを識別した場合、隣レーンを走
行する車両の車速と車間距離とに基づいてレーン変更を実行するかどうか決定する装置が
開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】独国特許出願公開第１０２０１２０２５３２８Ａ１号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　複数のレーンを有する道路において特定のレーンのみ空いている場合がある。特定のレ
ーンが空いていることには様々な理由が存在する。前方に工事区間がある、前方で事故が
起きている等、前方に進行を妨げる要因があるために、多くの車両がそのレーンを走行す
ることを忌避したことが、レーンが空いている理由である場合もある。このような場合、
空いているレーンへレーン変更したところで、直ぐに元のレーンへ戻らなければならなく
なる。この場合のレーン変更は全く無駄な動作であり、その動作に対して乗員が違和感を
覚えるおそれがある。また、無駄なレーン変更は交通流にみだれを生じさせる原因であり
、円滑な交通流の実現を妨げることにもなる。
【０００５】
　本発明は、上述のような課題に鑑みてなされたものであり、交通流にみだれを生じさせ
る原因となる無駄なレーン変更を減らすことで、円滑な交通流の実現に資することができ
る自動運転システムを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明に係る自動運転システムは、少なくとも情報取得部、レーン選択部、及び、制御
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部を備える。情報取得部は、自車両が複数レーンを有する道路を走行する場合、自車両が
走行しているレーンの隣のレーンの空き状況に関する情報と、隣のレーンから自車両が走
行しているレーンへ他車両が進入する進入頻度に関する情報とを取得するように構成され
る。レーン選択部は、情報取得部により取得された隣レーンの空き状況と進入頻度とに応
じて隣レーンを自車両走行レーンとして選択するか否かを判断するように構成される。詳
しくは、レーン選択部は、進入頻度が閾値頻度以上である場合、隣レーンの空き状況によ
らず、隣レーンを自車両走行レーンとして選択しないとする判断を維持するように構成さ
れる。制御部は、レーン選択部が隣のレーンを自車両走行レーンとして選択した場合、隣
レーンへのレーン変更を自動で行うか、或いは、隣レーンへのレーン変更を運転者に対し
て提案するように構成される。
【０００７】
　上記の構成によれば、何らかの理由により空いているレーンにレーン変更してしまうこ
とで、再度元のレーンにレーン変更しなければならなくなるような無駄な車両動作を減ら
すことができる。このため、本発明に係る自動運転システムによれば、乗員が違和感を覚
えることを抑えることができる。また、本発明に係る自動運転システムによれば、無駄な
レーン変更が行われることによる交通流の乱れを抑えることで、円滑な交通流の実現に資
することができる。
【０００８】
　レーン選択部は、閾値頻度を、少なくとも、隣レーンの流れ具合と自車両が走行してい
る自レーンの流れ具合との差に応じて決定するように構成されてもよい。また、レーン選
択部は、閾値頻度を、少なくとも、隣レーンの混み具合と自レーンの混み具合との差に応
じて決定するように構成されてもよい。これらの構成によれば、隣レーンと自レーンとの
間の流れ具合の差や混み具合の差といった、隣レーンと自レーンとの相対的な関係を閾値
頻度に反映することができる。隣レーンから自レーンへの他車両のレーン変更には、隣レ
ーンの前方に進行を妨げる要因があることによるレーン変更に加えて、隣レーンと自レー
ンとの相対的な関係を原因とするレーン変更が含まれている。ゆえに、隣レーンと自レー
ンとの相対的な関係を閾値頻度に反映することで、隣レーンを自車両走行レーンとして選
択してよいかどうかの判断精度を高めることができる。
【０００９】
　また、レーン選択部は、閾値頻度を、少なくとも、自レーンから隣レーンへ他車両が退
出する退出頻度に応じて決定するように構成されてもよい。自レーンから隣レーンへ退出
していく他車両が多いほど、隣レーンの前方に進行を妨げる要因が存在する可能性は小さ
いと言える。ゆえに、この構成によれば、隣レーンを自車両走行レーンとして選択してよ
いかどうかの判断精度をより高めることができる。
【００１０】
　レーン選択部は、次の３つの判断処理を行うように構成されてもよい。第１の判断処理
では、レーン選択部は、隣レーンの空き状況が隣レーンを自車両走行レーンとして選択す
るための選択基準を満たしているか否かを判断する。第２の判断処理では、レーン選択部
は、進入頻度が閾値頻度よりも小さいか否かを判断される。そして、第３の判断処理では
、レーン選択部は、隣レーンの空き状況が選択基準を満たし、且つ、進入頻度が閾値頻度
よりも小さいことを条件として、隣レーンを自車両走行レーンとして選択する。このよう
にレーン選択部が構成される場合、隣レーンの空き状況は選択基準を満たしているが、進
入頻度が閾値頻度以上であるために、隣レーンが自車両走行レーンとして選択されない場
合がある。制御部は、このような場合に隣レーンへのレーン変更を運転者に対して提案す
るように構成されてもよい。そう構成することで、隣レーンから自レーンへの他車両の進
入の頻度が高い場合の最終的なレーン変更の判断は乗員（運転者）に委ねられる。このた
め、レーン変更を行なった結果或いは行わなかった結果に対して、乗員が違和感を覚える
ことをより抑えることができる。
【発明の効果】
【００１１】



(4) JP 6468261 B2 2019.2.13

10

20

30

40

50

　本発明に係る自動運転システムによれば、前方に工事区間がある、前方で事故が起きて
いる等の理由により空いているレーンにレーン変更してしまうことを低減できるので、再
度元のレーンにレーン変更しなければならなくなるような無駄な車両動作を減らすことが
できる。このため、本発明に係る自動運転システムによれば、乗員が違和感を覚えること
を抑えることができる。また、本発明に係る自動運転システムによれば、無駄なレーン変
更が行われることによる交通流の乱れを抑えることで、円滑な交通流の実現に資すること
ができる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】実施の形態１に係る自動運転システムが適用される自動運転車両の一例を示す図
である。
【図２】実施の形態１に係る自動運転システムの構成を示すブロック図である。
【図３】実施の形態１に係る自動運転システムによる周辺物体認識について説明するため
の図である。
【図４】実施の形態１に係る閾値密度の計算方法について説明するための図である。
【図５】実施の形態１に係る進入頻度の計算方法について説明するためのフローチャート
である。
【図６】隣レーンから自レーンへ進入してきた他車両の検知方法について説明するための
図である。
【図７】実施の形態１に係る閾値頻度の計算方法について説明するためのフローチャート
である。
【図８】実施の形態１に係る閾値頻度の計算方法について説明するための図である。
【図９】実施の形態１に係るレーン選択の流れを示すフローチャートである。
【図１０】実施の形態２に係る自レーン車両密度の計算方法について説明するための図で
ある。
【図１１】実施の形態２に係る自レーン車両密度の計算方法について説明するための図で
ある。
【図１２】実施の形態５に係るレーン変更制御の流れを示すフローチャートである。
【図１３】実施の形態６に係る自動運転システムの構成を示すブロック図である。
【図１４】実施の形態６に係るレーン選択の流れを示すフローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下、図面を参照して本発明の実施の形態について説明する。ただし、以下に示す実施
の形態において各要素の個数、数量、量、範囲等の数に言及した場合、特に明示した場合
や原理的に明らかにその数に特定される場合を除いて、その言及した数に、この発明が限
定されるものではない。また、以下に示す実施の形態において説明する構造は、特に明示
した場合や明らかに原理的にそれに特定される場合を除いて、この発明に必ずしも必須の
ものではない。
【００１４】
実施の形態１
１－１．自動運転車両の構成
　図１は、実施の形態１に係る自動運転システムが搭載された自動運転車両の一例を示す
図である。自動運転システムは、それが搭載される車両の自動運転を実行する。自動運転
とは、車両の加速、減速及び操舵等の運転操作が運転者の運転操作によらずに実行される
ことを意味する。
【００１５】
　図１に示すように、自動運転システムが搭載された車両１は、走行している道路に関す
る情報や周辺に存在する物体に関する情報を直接的に取得するための自律認識センサを備
える。自律認識センサは、ライダー（LIDAR：Laser Imaging Detection and Ranging）１
０，１１，１２，１３、レーダー２０，２１，２２、及びカメラ３０のうち少なくとも一
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つを含む。また、車両１は、それらの情報の少なくとも一部を図示しない外部のシステム
から間接的に取得するための通信装置を備える。通信装置は、路車間通信装置４０と移動
通信装置４１のうち少なくとも一つを含む。これらの自律認識センサや通信装置は、直接
、或いは、車両内に構築されたＣＡＮ（Controller Area Network）等の通信ネットワー
クを介して、車両１に搭載される制御装置１００に接続されている。
【００１６】
　ライダーは、例えば、車両１の前方の物体を検出するフロントライダー１０，前側方の
物体を検出するフロントサイドライダー１１，１１、後方の物体を検出するリアライダー
１２，車両１の後側方の物体を検出するリアサイドライダー１３，１３を含む。ライダー
１０－１３は、検出した物体に関する物体情報を制御装置１００へ出力する。物体情報に
は、検出した物体の車両１からの距離と方向が含まれる。これらのライダー１０，１１，
１２，１３で得られた物体情報より、制御装置１００は車両１の略全周囲の状況を把握す
ることができる。なお、ライダーの設置位置と設置個数は、ライダーの走査範囲に応じて
決めることができる。複数のライダーに代えて、車両１の全周囲をセンシングする一つの
ライダーを用いてもよい。
【００１７】
　レーダーは、例えば、ミリ波レーダーである。レーダーは、例えば、車両１の前方の物
体を検出するフロントレーダー２０，前方近傍の物体を検出するフロント近距離レーダー
２１，２１、後方近傍の物体を検出するリア近距離レーダー２２，２２を含む。レーダー
２０－２２は、検出した物体に関する物体情報を制御装置１００へ出力する。物体情報に
は、検出した物体の車両１からの距離と方向が含まれる。
【００１８】
　カメラ３０は、例えば、車両１のフロントガラスの裏側に設けられて、車両１の前方を
撮像する。カメラ３０は、単眼カメラであってもよく、ステレオカメラであってもよい。
カメラ３０は、撮像情報を制御装置１００へ出力する。なお、カメラ、ライダー及びレー
ダーは、必ずしも重複して備える必要はない。
【００１９】
　路車間通信装置４０は、車両１の情報である自車情報を路側機等のインフラ設備に送信
し、インフラ設備からは道路交通情報を受信する。道路交通情報は、車両１の周辺状況に
関する情報を含む。路車間通信には、例えば、道路交通情報通信システム（Vehicle Info
rmation and Communication System）との通信も含まれる。路車間通信装置４０は、受信
した車両１の周辺状況に関する情報を制御装置１００へ出力する。
【００２０】
　移動通信装置４１は、３Ｇ、４Ｇ、ＬＴＥ等の移動体通信システムを介して、車両１の
自車情報や自律認識センサで取得した情報をインターネット上のサーバーに送信し、サー
バーからは車両１の周辺状況に関する情報を受信する。移動通信装置４１は、受信した車
両１の周辺状況に関する情報を制御装置１００へ出力する。なお、移動通信装置４１と路
車間通信装置４０は、必ずしも重複して備える必要はない。また、これら通信装置は車両
１において必ずしも必須ではない。
【００２１】
１－２．自動運転システムの構成
　次に、本実施の形態の自動運転システムの構成について図２を用いて説明する。図２に
示すように、自動運転システム２は、前述の制御装置１００、自律認識センサ１０－１３
，２０－２２，３０、及び通信装置４０，４１に加えて、内部センサ３、ＧＰＳ（Global
 Positioning System）受信機４、地図データベース５、ナビゲーションシステム６、Ｈ
ＭＩ（Human Machine Interface）７、アクチュエータ８、及び補助機器９を備える。
【００２２】
　内部センサ３は、例えば、車速センサ、加速度センサ及びヨーレートセンサのうち少な
くとも一つを含む。これらのセンサにより、自車両の走行状態に関する情報が得られる。
また、内部センサ３は、運転者による操舵操作に関する情報を得るために、ステアリング
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センサを含む。内部センサ３は、取得した情報を制御装置１００へ出力する。
【００２３】
　ＧＰＳ受信機４は、ＧＰＳ衛星が発信する信号に基づいて自車両の位置を示す位置情報
を取得する。ＧＰＳ受信機４は、自車両の位置情報を制御装置１００へ出力する。
【００２４】
　地図データベース５は、例えば、車両に搭載されたＨＤＤやＳＳＤ等のストレージ内に
形成されている。地図データベース５が有する地図情報には、例えば、道路の位置情報、
道路形状の情報、交差点及び分岐点の位置情報、道路のレーン情報等が含まれる。なお、
地図データベース５は、移動通信装置４１により通信可能なインターネット上のサーバー
に記憶されていてもよい。
【００２５】
　ナビゲーションシステム６は、運転者によって地図上に設定された目的地までの案内を
運転者に対して行う装置である。ナビゲーションシステム６は、ＧＰＳ受信機４によって
測定された自車両の位置情報と地図データベース５の地図情報とに基づいて、自車両の走
行するルートを算出する。ナビゲーションシステム６は、算出したルートの情報をＨＭＩ
７を介して運転者に伝達するとともに、制御装置１００へ出力する。なお、ナビゲーショ
ンシステム６により行われる処理の一部は、移動通信装置４１により通信可能なインター
ネット上のサーバーによって行われてもよい。
【００２６】
　ＨＭＩ７は、乗員と自動運転システム２との間で情報の出力及び入力をするためのイン
ターフェイスである。ＨＭＩ７は、例えば、乗員に画像情報を表示するためのディスプレ
イ、音声出力のためのスピーカ、及び乗員が入力操作を行うためのタッチパネル等を備え
ている。
【００２７】
　アクチュエータ８は、制御装置１００からの操作信号に応じて動作し、その動作によっ
て車両の走行状態を変化させる装置である。アクチュエータ８は、例えば、駆動系、制動
系、操舵系のそれぞれに設けられている。補助機器９は、アクチュエータ８に含まれない
機器を総称したものであって、例えば、方向指示灯、前照灯等を含む。
【００２８】
　制御装置１００は、少なくとも１つのＣＰＵ、少なくとも１つのＲＯＭ、少なくとも１
つのＲＡＭを有するＥＣＵ（Electronic Control Unit）である。ＲＯＭには、自動運転
のための各種のプログラムやマップを含む各種のデータが記憶されている。ＲＯＭに記憶
されているプログラムがＲＡＭにロードされ、ＣＰＵで実行されることで、制御装置１０
０には様々な機能が実現される。なお、制御装置１００は、複数のＥＣＵから構成されて
いてもよい。
【００２９】
１－３．制御装置が有する自動運転のための機能
　図２には、制御装置１００が有する自動運転のための機能のうち、特に、自車両のレー
ン変更に関係する機能がブロックで表現されている。制御装置１００が有する自動運転の
ためのその他の機能についての図示は省略されている。
【００３０】
　制御装置１００は、自車両が複数レーンを有する道路を走行する場合、複数レーンの中
から自車両が走行すべきレーンを選択し、選択したレーンへの自動レーン変更を実行する
機能を有する。この機能は、制御装置１００が備える走路認識部１１０、周辺物体認識部
１２０、レーン選択部１３０、制御部１４０により実現される。ただし、これらの部１１
０，１２０，１３０，１４０は、制御装置１００内にハードウェアとして存在するもので
はなく、ＲＯＭに記憶されたプログラムがＣＰＵで実行されたときにソフトウェア的に実
現される。
【００３１】
　走路認識部１１０は、自車両が走行している走路を認識する。自車両が走行している道
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路が複数レーンを有する道路である場合、走路認識部１１０は、自車両が走行しているレ
ーンの認識も行う。走路認識部１１０による走路認識の方法には、少なくとも次の２つの
方法がある。第１の方法は、自車両が走行している道路に関する地図情報と自車両の位置
情報とに基づいて走路認識を行う方法である。地図情報は地図データベース５から取得さ
れる。自車両の位置情報はＧＰＳ受信機４から取得される。第２の方法は、カメラ３０か
ら取得した撮像情報を処理して道路の車線境界線（白線、黄線、中央分離帯等）を抽出し
、車線境界線に基づいて走路認識を行う方法である。地図情報と位置情報とを用いた走路
認識と、撮像情報を用いた走路認識とは、どちらか一方のみを用いてもよいし、両方を組
み合わせて用いてもよい。走路認識部１１０は、認識した走路に関する情報を周辺物体認
識部１２０とレーン選択部１３０とへ出力する。
【００３２】
　周辺物体認識部１２０は、自車両の周辺に存在する物体を認識する。周辺物体の認識に
は、自律認識センサ１０－１３，２０－２２，３０から取得した情報が用いられる。周辺
物体認識部１２０は、ライダー１０－１３の情報を用いること、レーダー２０－２２の情
報を用いること、カメラ３０の情報を用いること、センサフュージョンによって複数種類
の自律認識センサの情報を組み合わせて用いること、のうち少なくとも１つの方法による
周辺物体の認識が可能である。認識される周辺物体には、他車両、歩行者等の移動物や、
縁石、ガードレール、建物及び樹木等の静止物が含まれる。なお、ここでいう他車両には
、自動二輪車が自動車と同じレーンを走行しているのであれば、自動二輪車も含まれる。
【００３３】
　周辺物体認識部１２０は、走路認識部１１０で認識された走路に関する情報を取得する
。自車両が走行している道路が複数レーンを有する道路である場合、走路認識部１１０か
ら取得する情報には、走行レーンに関する情報も含まれる。周辺物体認識部１２０は、走
路に関する情報を用いて、認識した周辺物体の中から、自レーン（自車両が走行している
レーン）を走行している他車両と、自レーンの隣のレーンを走行している他車両とを分別
する。周辺物体認識部１２０は、自レーンを走行している他車両の位置及び速度と、隣レ
ーンを走行している他車両の位置及び速度とを、認識情報としてレーン選択部１３０へ出
力する。また、周辺物体認識部１２０は、隣レーンから自レーンへ進入してきた他車両と
、自レーンから隣レーンへ退出していく他車両とをそれぞれ検知する。それらに関する情
報も、周辺物体認識部１２０からレーン選択部１３０へ出力される認識情報には含まれて
いる。なお、隣レーンを走行している他車両の位置及び速度に関する情報は、「隣レーン
の空き状況に関する情報」に相当する。また、隣レーンから自レーンへ進入してきた他車
両に関する情報は、「隣レーンから自レーンへ他車両が進入する進入頻度に関する情報」
にも相当する。ゆえに、周辺物体認識部１２０が有する機能には、本出願の請求項におい
て規定されている情報取得部としての機能が含まれる。
【００３４】
　レーン選択部１３０は、走路認識部１１０と周辺物体認識部１２０とからそれぞれ入力
される認識情報に基づいて、自車両が走行するレーンを選択する。詳しくは、レーン選択
部１３０は、現在の自車両走行レーンを維持するか、隣レーンへのレーン変更を行うかを
選択する。この機能を実現するために、レーン選択部１３０は、隣レーン車両密度計算部
１３１、閾値密度計算部１３２、進入頻度計算部１３３、閾値頻度計算部１３４、及び走
行レーン決定部１３５を備える。
【００３５】
　隣レーン車両密度計算部１３１は、周辺物体認識部１２０からレーン選択部１３０に入
力される周辺物体の認識情報を取得する。周辺物体の認識情報には、隣レーンを走行して
いる他車両の位置及び速度が含まれる。隣レーン車両密度計算部１３１は、隣レーンを走
行している他車両の位置及び速度に基づいて隣レーンの車両密度を計算する。隣レーンの
車両密度は、隣レーンの空き状況を示すパラメータの１つである。ここで、隣レーンの車
両密度とは、隣レーンにおいて単位距離当たりに存在する他車両の台数と定義される。隣
レーン車両密度計算部１３１は、予め定められた周期で隣レーンの車両密度の計算値を更
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新する。隣レーン車両密度計算部１３１による車両密度の計算方法の詳細は、追って説明
される。
【００３６】
　閾値密度計算部１３２は、隣レーン車両密度計算部１３１により計算される隣レーンの
車両密度に対する閾値密度を計算する。閾値密度は、隣レーンの車両密度が高いか低いか
を評価するための評価基準であり、隣レーンを自車両走行レーンとして選択するかどうか
判断するための選択基準である。閾値密度計算部１３２は、周辺物体認識部１２０からレ
ーン選択部１３０に入力される周辺物体の認識情報を取得し、周辺物体の認識情報より特
定される自車両と周囲の他車両との関係に応じて閾値密度を計算する。閾値密度計算部１
３２は、予め定められた周期で閾値密度の計算値を更新する。閾値密度計算部１３２によ
る閾値密度の計算方法の詳細は、追って説明される。
【００３７】
　進入頻度計算部１３３は、周辺物体認識部１２０からレーン選択部１３０に入力される
周辺物体の認識情報を取得する。周辺物体の認識情報には、隣レーンから自レーンへ進入
してきた他車両に関する情報が含まれる。進入頻度計算部１３３は、取得した情報に基づ
いて隣レーンから自レーンへ他車両が進入する進入頻度を計算する。ここで、他車両の進
入頻度とは、隣レーンを走行していた他車両のうち自レーンへ進入してきた他車両の割合
と定義される。進入頻度計算部１３３は、予め定められた周期で進入頻度の計算値を更新
する。進入頻度計算部１３３による進入頻度の計算方法の詳細は、追って説明される。
【００３８】
　閾値頻度計算部１３４は、進入頻度計算部１３３により計算される他車両の進入頻度に
対する閾値頻度を計算する。閾値頻度は、隣レーンから自レーンに進入してくる他車両の
進入頻度が高いか低いかを評価するための評価基準である。閾値頻度計算部１３４は、周
辺物体認識部１２０からレーン選択部１３０に入力される周辺物体の認識情報に基づいて
閾値頻度を計算する。閾値頻度計算部１３４は、予め定められた周期で閾値頻度の計算値
を更新する。閾値頻度計算部１３４による閾値頻度の計算方法の詳細は、追って説明され
る。
【００３９】
　走行レーン決定部１３５は、隣レーン車両密度計算部１３１により計算される隣レーン
の車両密度と、閾値密度計算部１３２により計算される閾値密度との比較に基づいて、ま
た、進入頻度計算部１３３により計算される他車両の進入頻度と、閾値頻度計算部１３４
により計算される閾値頻度との比較に基づいて、走行レーンを決定する。走行レーンの決
定では、現在の自車両走行レーンを維持することと、自車両走行レーンを隣レーンに変更
することの何れか一つが選択される。走行レーン決定部１３５は、決定した走行レーンに
関する情報を制御部１４０に出力する。走行レーン決定部１３５による走行レーンの決定
方法の詳細は、追って説明される。
【００４０】
　制御部１４０は、レーン選択部１３０から入力される情報に基づいて、自車両の走行を
制御する。制御部１４０による制御には、例えば、次の２つのモードが含まれる。第１の
モードによれば、レーン選択部１３０により隣レーンへのレーン変更を行うことが選択さ
れた場合、隣レーンへのレーン変更が自動で行われる。第２のモードによれば、レーン選
択部１３０により隣レーンへのレーン変更を行うことが選択された場合、レーン変更提案
部１４２による運転者への提案が行われる。
【００４１】
　レーン変更提案部１４２は、隣レーンへのレーン変更を運転者に対してＨＭＩ７を介し
て提案する。第２のモードで制御を行う場合、制御部１４０は、レーン変更提案部１４２
の提案に運転者が同意したときには、隣レーンへのレーン変更を自動で行い、運転者が提
案に同意しなかったときには、現在の自車両走行レーンを維持する。このような機能を実
現するために、レーン選択部１３０は、自車両がたどるべき軌道を計算する軌道計算部１
４１を備える。
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【００４２】
　軌道計算部１４１は、走行レーン決定部１３５から入力される走行レーンに関する情報
に基づいて目標軌道を計算する。第１のモードにおいて走行レーン決定部１３５により現
在の自車両走行レーンを維持することが選択された場合、また、第２のモードにおいてレ
ーン変更提案部１４２の提案に運転者が同意しなかった場合、軌道計算部１４１は、現在
の自車両走行レーンに沿った目標軌道を計算する。第１のモードにおいて走行レーン決定
部１３５により自車両走行レーンを隣レーンに変更することが選択された場合、また、第
２のモードにおいてレーン変更提案部１４２の提案に運転者が同意した場合、軌道計算部
１４１は、現在の自車両走行レーンから隣レーンへ自車両を移動させる目標軌道を計算す
る。レーン維持とレーン変更のそれぞれに関して、軌道計算の方法に限定はない。制御部
１４０は、軌道計算部１４１で計算された目標軌道に基づいて駆動系、制動系、操舵系の
少なくとも１つのアクチュエータ８の操作量を計算する。制御部１４０は、計算した操作
量に従ってアクチュエータ８を操作し、それによって自車両の走行を制御する。
【００４３】
１－４．車両密度の計算方法の詳細
　隣レーン車両密度計算部１３１による車両密度の計算方法の詳細について、図３を用い
て説明する。図３には、第１レーンＬ１と第２レーンＬ２とを有する道路において、自車
両１が第２レーンＬ２を走行している様子が描かれている。自車両１の走行中、自車両１
に備えられた自律認識センサ１０－１３，２０－２２，３０（図１参照）によって、自車
両１の周辺に存在する他車両が認識される。
【００４４】
　図３に示す例では、自レーン（第２レーン）Ｌ２上を走行する先行車両２０１と後続車
両２０２が認識されている。先行車両２０１の前方と後続車両２０２の後方にもそれぞれ
別の車両が存在するかもしれないが、それらは自律認識センサの死角（図３において斜線
で示す領域）に入るために、自律認識センサでは認識することは難しい。隣レーン（第１
レーン）Ｌ１上では、自律認識センサの死角の範囲にもよるが、自車両１の前後１００～
２００ｍ程度の範囲に存在する車両が認識される。図３に示す例では、隣レーンＬ１を走
行する４台の車両２１１，２１２，２１３，２１４が認識されている。
【００４５】
　隣レーン車両密度計算部１３１は、隣レーンＬ１を走行する連続した３台以上の車両の
位置情報から隣レーンＬ１の車両密度を計算する。具体的には、隣レーンＬ１上にＮ（＞
３）台の車両が位置している場合、それぞれ前後に並ぶ車両間の間隔を取得することでＮ
－１（＞２）個の車間距離を定義することができる。隣レーン車両密度計算部１３１は、
Ｎ－１個の車間距離の代表値を計算し、それの逆数を取ることで隣レーンＬ１の単位距離
当たりに存在する車両の台数、すなわち、隣レーンＬ１の車両密度を計算する。図３に示
す例では、車両２１１と車両２１２との間の車間距離と、車両２１２と車両２１３との間
の車間距離と、車両２１３と車両２１４との間の車間距離とに基づいて車間距離の代表値
が計算される。車間距離の代表値の計算方法としては、例えば、各車間距離の統計的な平
均値を取ること、中央値を取ること等が挙げられる。また、各車間距離に重みを付けて平
均値を取ることや、閾値以上の車間距離を除外した上で平均値を取ることでもよい。また
、各車間距離を引数とする関数によって代表値を定義してもよい。なお、自律認識センサ
が認識可能な範囲を走行する車両が２台以下である場合、隣レーン車両密度計算部１３１
は、隣レーンＬ１の車両密度として予め定められた最小値を出力する。
【００４６】
１－５．閾値密度の計算方法の詳細
　本実施の形態では、閾値密度計算部１３２は、周辺物体の認識情報に含まれる隣レーン
を走行する他車両の自車両に対する相対速度を取得する。図３に示す例では、自車両１の
走行速度が隣レーンを走行する他車両の走行速度よりも遅い場合、自車両１を追い越した
複数の車両２１１，２１２の平均速度と自車両１の走行速度との差から相対速度を算出し
てもよい。また、自車両１の走行速度が隣レーンを走行する他車両の走行速度よりも速い
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場合、自車両１が追い越した複数の車両２１３，２１４の平均速度と自車両１の走行速度
との差から相対速度を算出してもよい。或いは、認識できた全車両２１１，２１２，２１
３，２１４の位置の変化からそれぞれの相対速度を算出してその平均値を算出してもよい
。また、自車両１の走行速度の代わりに自レーンを走行する車両、例えば、先行車両の走
行速度を用いてもよい。
【００４７】
　閾値密度計算部１３２は、図４に示す関係が規定されたマップを用いて、相対速度から
閾値密度を算出する。このマップによれば、自車両の走行速度よりも隣レーンを走行する
他車両の走行速度が遅いほど、閾値密度は小さい値に設定される。また、相対速度が速く
なるにつれて閾値密度は大きい値に設定されるが、ある一定以上の相対速度では閾値密度
は略同じ大きさに設定される。閾値密度は、隣レーンの車両密度が高いか低いかを評価す
るための評価基準である。ゆえに、このマップに示す閾値密度の設定によれば、隣レーン
の流れ具合が自レーンの流れ具合よりも悪ければ、隣レーンの車両密度は相対的に高いと
評価されやすくなる。逆に、隣レーンの流れ具合が自レーンの流れ具合よりも良ければ、
隣レーンの車両密度は相対的に低いと評価されやすくなる。
【００４８】
１－６．進入頻度の計算方法の詳細
　進入頻度計算部１３３による進入頻度の計算方法の詳細について、図５及び図６を用い
て説明する。図６には、第１レーンＬ１と第２レーンＬ２とを有する道路において、自車
両１が第２レーンＬ２を走行している様子が描かれている。自車両１の走行中、自車両１
に備えられた自律認識センサ１０－１３，２０－２２，３０（図１参照）によって、隣レ
ーンＬ１から自レーンＬ２へ進入してくる車両が検知される。詳しくは、自車両１の周辺
に存在する車両２０１，２０２，２１１，２１２，２１３，２１４の位置は、周辺物体認
識部１２０（図２参照）によってトラッキングされている。周辺物体認識部１２０は、車
両一台一台の時系列的な位置の履歴を取得するともに、レーンＬ１，Ｌ２に対する各車両
の位置から各車両の所属レーンを判定する。そして、周辺物体認識部１２０は、所属レー
ンが隣レーンＬ１から自レーンＬ２へ移った車両が存在するかどうか周期ごとに判定して
いる。図６には、車両２１１が隣レーンＬ１から自レーンＬ２へ移動している様子が描か
れている。この例では、車両２１１が隣レーンＬ１から自レーンＬ２へ進入してきた車両
として検知される。
【００４９】
　進入頻度計算部１３３は、周辺物体認識部１２０から入力される隣レーンから自レーン
へ進入してきた他車両に関する情報に基づいて進入頻度を計算する。ここで、図５は、進
入頻度計算部１３３による進入頻度の計算方法を示すフローチャートである。進入頻度計
算部１３３は、予め定められた周期でこのフローチャートに示す計算を繰り返し行なって
いる。
【００５０】
　まず、ステップＳ１では、進入頻度計算部１３３は、隣レーンから自レーンへ進入して
きた車両の台数を集計する集計時間Ｔ１を設定する。進入頻度計算部１３３による進入頻
度の計算では、現在時刻から集計時間Ｔ１だけ過去に遡った時刻から現在時刻までの間の
周辺車両の挙動が対象にされる。
【００５１】
　ステップＳ２では、進入頻度計算部１３３は、現在時刻から集計時間Ｔ１だけ過去の時
刻までの時間内に隣レーンを走行していることが認識された他車両について、総台数Ｎ１
と、隣レーンから自レーンへ進入してきた他車両の台数Ｎ２とをそれぞれ計算する。総台
数Ｎ１の計算では、位置トラッキングや形状推定によって同一の車両と判別できたものに
ついては、１台として数えられる。なお、総台数Ｎ１と進入台数Ｎ２との計算では、計算
対象とする車両の自車両との相対的な位置範囲を限定してもよい。例えば、自車両よりも
前方に存在する車両に限定して総台数Ｎ１と進入台数Ｎ２の計算を行なってもよい。
【００５２】
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　ステップＳ３では、進入頻度計算部１３３は、ステップＳ２で計算した総台数Ｎ１と進
入台数Ｎ２とを用いて進入頻度Ｆ１を計算する。進入頻度Ｆ１は、０以上１以下の実数で
あって、大きい値であるほど高頻度であることを表すパラメータである。具体的には、総
台数Ｎ１に対する進入台数Ｎ２の比（Ｎ２／Ｎ１）が進入頻度Ｆ１として計算される。た
だし、総台数Ｎ１が予め定められた閾値台数ｔｈｒ１以下、或いは、進入台数Ｎ２が予め
定められた閾値台数ｔｈｒ２以下の場合、進入頻度計算部１３３は、進入頻度Ｆ１の値を
ゼロにする。これは、サンプル数が少ない場合には、隣レーンから自レーンへの車両の進
入が、はたして隣レーンの前方に進行を妨げる要因があることによるものなのかどうか、
判別することができないためである。なお、Ｎ２／Ｎ１を進入頻度Ｆ１とする定義はあく
までも一例である。進入頻度Ｆ１はＮ２／Ｎ１を変数とする関数で表されてもよい。
【００５３】
１－７．閾値頻度の計算方法の詳細
　本実施の形態では、閾値頻度計算部１３４は、隣レーンを走行する他車両の自車両に対
する相対速度と、自レーンから隣レーンへ退出した他車両に関する情報とに基づいて閾値
頻度を計算する。閾値頻度の計算に用いるこれらの情報は、周辺物体認識部１２０から入
力される周辺物体の認識情報に含まれている。ここで、図７は、閾値頻度計算部１３４に
よる閾値頻度の計算方法を示すフローチャートである。閾値頻度計算部１３４は、予め定
められた周期でこのフローチャートに示す計算を繰り返し行なっている。
【００５４】
　まず、ステップＳ１１では、閾値頻度計算部１３４は、隣レーンと自レーンとを比較す
る比較パラメータＰ１を計算する。この比較パラメータＰ１は、レーンの流れ具合や混み
具合といったレーン間の相対的関係に関し、隣レーンから自レーンへのレーン変更を促す
効果の大きさが数値化されたパラメータである。比較パラメータＰ１は、負を含む実数で
ある。比較パラメータＰ１の値がゼロであることは、隣レーンと自レーンとの関係性にお
いてレーン変更を促すものがないことを表す。比較パラメータＰ１の値が正であることは
、隣レーンから自レーンへのレーン変更が促される状況であることを表し、比較パラメー
タＰ１の値が負であることは、自レーンから隣レーンへのレーン変更が促される状況であ
ることを表す。
【００５５】
　閾値頻度計算部１３４は、具体的には、隣レーンを走行する他車両の自車両に対する相
対速度に基づいて比較パラメータＰ１を計算する。相対速度は、隣レーンの流れ具合と自
レーンの流れ具合との差を表している。隣り合うレーン間で流れ具合に差がある場合、車
両は、流れの遅いレーンから流れの速いレーンへと自然と移っていく。ゆえに、閾値頻度
計算部１３４は、相対速度が正であれば比較パラメータＰ１の値を大きくし、相対速度が
負であれば比較パラメータＰ１の値を小さくする。具体的には、相対速度に正の係数を乗
じ得られる値が、比較パラメータＰ１として計算される。なお、相対速度の計算の対象と
する他車両は、現在時刻から遡って一定時間内に隣レーンを走行していたことが認識され
た他車両に限定される。また、相対速度の計算に用いる自車両の走行速度、或いは、先行
車両の走行速度は、現在時刻から遡って一定時間内の平均速度が用いられる。なお、ここ
で言及している一定時間は、前述の集計時間Ｔ１でもよい。相対速度の計算に係るこれら
の限定は、前述の閾値密度の計算にも適用される。
【００５６】
　ステップＳ１２では、閾値頻度計算部１３４は、自レーンから隣レーンへ他車両が退出
した退出頻度Ｆ２を計算する。ここで、他車両の退出頻度Ｆ２とは、自レーンを走行して
いた他車両のうち隣レーンへ退出していった他車両の割合と定義される。ただし、自律認
識センサ１０－１３，２０－２２，３０（図１参照）の死角のために、自レーンを走行し
ている他車両の台数を計測することは難しい。ゆえに、本実施の形態では、自レーンを走
行している他車両の台数と隣レーンを走行している他車両の台数とは略等しいと仮定する
。
【００５７】



(12) JP 6468261 B2 2019.2.13

10

20

30

40

50

　閾値頻度計算部１３４は、まず、現在時刻から前述の集計時間Ｔ１だけ過去の時刻まで
の時間内に隣レーンを走行していた他車両について、総台数Ｎ１と、自レーンから隣レー
ンへ退出してきた他車両の台数Ｎ３とをそれぞれ計算する。総台数Ｎ１は進入頻度計算部
１３３で計算されたものを流用してもよい。総台数Ｎ１と退出台数Ｎ３の計算では、計算
対象とする車両の自車両との相対的な位置範囲を限定してもよい。例えば、自車両よりも
前方に存在する車両に限定して総台数Ｎ１と退出台数Ｎ３の計算を行なってもよい。
【００５８】
　閾値頻度計算部１３４は、総台数Ｎ１と退出台数Ｎ３とを用いて退出頻度Ｆ２を計算す
る。退出頻度Ｆ２は、０以上１以下の実数で、大きい値であるほど高頻度であることを表
すパラメータである。具体的には、総台数Ｎ１に対する退出台数Ｎ３の比（Ｎ３／Ｎ１）
が退出頻度Ｆ２として計算される。ただし、総台数Ｎ１が予め定められた閾値台数ｔｈｒ
１以下、或いは、退出台数Ｎ３が予め定められた閾値台数ｔｈｒ３以下の場合、閾値頻度
計算部１３４は、退出頻度Ｆ２の値をゼロにする。なお、Ｎ３／Ｎ１を退出頻度Ｆ２とす
る定義はあくまでも一例である。退出頻度Ｆ２はＮ３／Ｎ１を変数とする関数で表されて
もよい。
【００５９】
　ステップＳ１３では、閾値頻度計算部１３４は、ステップＳ１１で算出した比較パラメ
ータＰ１と、ステップＳ１２で算出した退出頻度Ｆ２とに基づいて閾値頻度Ｆ＿ＴＨＲ１
を計算する。閾値頻度Ｆ＿ＴＨＲ１は、０以上１以下の実数であって、大きい値であるほ
ど自車両のレーン変更を抑制され難くし、小さい値であるほど自車両のレーン変更を抑制
され易くするパラメータである。閾値頻度Ｆ＿ＴＨＲ１は、例えば、比較パラメータＰ１
と退出頻度Ｆ２とを変数とする関数ｆ（Ｐ１，Ｆ２）で表される。
【００６０】
　図８は、閾値頻度Ｆ＿ＴＨＲ１と比較パラメータＰ１との関係、及び、閾値頻度Ｆ＿Ｔ
ＨＲ１と退出頻度Ｆ２との関係を示す図である。隣レーンから自レーンへの他車両のレー
ン変更には、隣レーンの前方に進行を妨げる要因があることによるレーン変更に加えて、
隣レーンと自レーンとの相対的な関係を原因とするレーン変更が含まれている。ゆえに、
比較パラメータＰ１の値が正である場合、すなわち、隣レーンと自レーンとの相対的な関
係によって隣レーンから自レーンへのレーン変更が促される状況では、閾値頻度Ｆ＿ＴＨ
Ｒ１の値は大きくされる。逆に、比較パラメータＰ１の値が負である場合、すなわち、隣
レーンと自レーンとの相対的な関係によって自レーンから隣レーンへのレーン変更が促さ
れる状況では、閾値頻度Ｆ＿ＴＨＲ１の値は小さくされる。また、自レーンから隣レーン
へ退出していく他車両が多いほど、隣レーンの前方に進行を妨げる要因が存在する可能性
は小さいと言える。ゆえに、退出頻度Ｆ２の値が大きいほど、閾値頻度Ｆ＿ＴＨＲ１の値
は大きくされる。逆に、退出頻度Ｆ２の値が小さいほど、閾値頻度Ｆ＿ＴＨＲ１の値は小
さくされる。なお、閾値頻度Ｆ＿ＴＨＲ１を関数ｆ（Ｐ１，Ｆ２）で表すことはあくまで
も一例である。閾値頻度Ｆ＿ＴＨＲ１は、比較パラメータＰ１のみを変数とする関数で表
されてもよいし、退出頻度Ｆ２のみを変数とする関数で表されてもよい。
【００６１】
１－８．走行レーンの決定方法の詳細
　走行レーン決定部１３５は、隣レーン車両密度計算部１３１で計算された隣レーンの車
両密度と、閾値密度計算部１３２で計算された閾値密度とを比較する。隣レーンの車両密
度が閾値密度より高い場合、自車両走行レーンを隣レーンへ変更するメリットは小さい。
しかし、隣レーンの車両密度が閾値密度より低ければ、自車両走行レーンを隣レーンへ変
更することで、少なくとも隣り合う２つのレーン間では交通流を分散させることができる
。ただし、隣レーンの前方に進行を妨げる要因が存在するために、隣レーンの車両密度が
低くなっているのであれば、隣レーンへレーン変更したところで、直ぐに元のレーンへ戻
らなければならなくなる。この場合のレーン変更は自車両にとっては全く無駄な動作であ
る。さらに、それだけにとどまらず、その動作によって交通流にみだれを生じさせ、円滑
な交通流の実現を妨げてしまう。
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【００６２】
　ゆえに、走行レーン決定部１３５は、隣レーンの車両密度が閾値密度よりも低い場合、
他車両が隣レーンから自レーンへ進入する進入頻度Ｆ１が閾値頻度Ｆ＿ＴＨＲ１よりも低
い場合に限り、自車両走行レーンを隣レーンへ変更することを選択する。そして、隣レー
ンの車両密度が閾値密度以上である場合や、隣レーンの車両密度が閾値密度よりも低くて
も進入頻度Ｆ１が閾値頻度Ｆ＿ＴＨＲ１以上である場合は、走行レーン決定部１３５は、
隣レーンを自車両走行レーンとして選択しないとする判断を維持する。
【００６３】
　ここで、図９は、走行レーン決定部１３５を含むレーン選択部１３０によるレーン選択
の流れを示すフローチャートである。レーン選択部１３０は、レーン変更が行われるまで
の間、このフローチャートに示す処理を所定の周期で繰り返し実施している。まず、ステ
ップＳ２１では、レーン選択部１３０は、周辺物体情報と走路情報とをそれぞれ周辺物体
認識部１２０と走路認識部１１０とから取得する。ステップＳ２２では、レーン選択部１
３０は、ステップＳ２１で取得した周辺物体情報と走路情報とに基づいて、隣レーンの車
両密度、閾値密度、進入頻度、及び閾値頻度をそれぞれ計算する。
【００６４】
　ステップＳ２３では、レーン選択部１３０は、ステップＳ２２で計算した隣レーンの車
両密度と閾値密度とを比較し、隣レーンの車両密度が閾値密度より低いかどうか判定する
。隣レーンの車両密度が閾値密度以上である場合、レーン選択部１３０は、ステップＳ２
６において現在の自車両走行レーンの維持を選択する。
【００６５】
　隣レーンの車両密度が閾値密度より低い場合、レーン選択部１３０は、続いてステップ
Ｓ２４の判定を行う。ステップＳ２４では、レーン選択部１３０は、他車両が隣レーンか
ら自レーンへ進入する進入頻度Ｆ１が閾値頻度Ｆ＿ＴＨＲ１より低いかどうか判定する。
進入頻度Ｆ１が閾値頻度Ｆ＿ＴＨＲ１より低ければ、レーン選択部１３０は、ステップＳ
２５において、隣レーンへの自車両走行レーンの変更を選択する。しかし、進入頻度Ｆ１
が閾値頻度Ｆ＿ＴＨＲ１以上である場合、レーン選択部１３０は、ステップＳ２６におい
て、隣レーンを自車両走行レーンとして選択しないとする判断を維持し、現在の自車両走
行レーンの維持を選択する。
【００６６】
　このような手順でレーン選択が行われることにより、前方に工事区間がある、前方で事
故が起きている等の理由により空いているレーンにレーン変更してしまうことは低減され
る。ゆえに、レーン変更の後に、再度元のレーンにレーン変更しなければならなくなるよ
うな無駄な車両動作を減らすことができる。このため、本実施の形態に係る自動運転シス
テムによれば、乗員が違和感を覚えることを抑えることができる。また、本実施の形態に
係る自動運転システムによれば、無駄なレーン変更が行われることによる交通流の乱れを
抑えることで、円滑な交通流の実現に資することができる。
【００６７】
実施の形態２
　本実施の形態に係る自動運転システムは、実施の形態１に係る自動運転システムと同じ
く、図２に示す構成を有し、図１に示す自動運転車両に搭載される。本実施の形態に係る
自動運転システムと実施の形態１に係る自動運転システムとの相違は、閾値密度計算部１
３２による閾値密度の計算方法と、閾値頻度計算部１３４による閾値頻度の計算方法とに
ある。
【００６８】
　本実施の形態では、閾値密度計算部１３２は、自レーンの車両密度を閾値密度として計
算する。図３に示すように、自車両走行レーンＬ２において認識可能な車両は最近傍の先
行車両２０１と後続車両２０２のみであり、それ以外の車両は自律認識センサ１０－１３
，２０－２２，３０（図１参照）の死角に入るために認識することが難しい。そこで、本
実施の形態では、統計的な方法で自レーンの車両密度を求めるのではなく、車両密度と相
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関のある情報から自レーンの車両密度を推定することが行われる。
【００６９】
　車両密度と相関のある情報とは、車両が走行している道路の標準的な走行速度と、車両
の実際の走行速度との関係である。具体的には、車両が標準的な走行速度で走行している
状況と、車両が標準的な走行速度よりも低い速度で走行している状況とを比べた場合、前
者の状況における車両密度よりも後者の状況における車両密度のほうが高くなりがちであ
る。また、標準的な走行速度が高い道路と、標準的な走行速度が低い道路とでは、前者の
道路における車両密度よりも後者の道路における車両密度のほうが高くなりがちである。
ゆえに、自レーンを走行している車両の走行速度と、自レーンの標準的な走行速度とが分
かれば、それらに基づいて自レーンの車両密度を推定することができる。
【００７０】
　閾値密度計算部１３２は、周辺物体の認識情報に含まれる先行車両２０１の走行速度を
取得するとともに、地図データベース５（図２参照）より自レーンＬ２の制限速度を標準
的な走行速度として取得する。先行車両２０１の走行速度は、自レーンを走行している車
両の走行速度の代表値として用いられる。閾値密度計算部１３２は、先行車両２０１の走
行速度と標準的な走行速度とをそれぞれ引数として、図１０に示すテーブルを検索する。
このテーブルによれば、標準的な走行速度から、標準的な車両密度の代表値が得られる。
また、このテーブルによれば、標準的な走行速度と先行車両の走行速度とから、標準的な
車両密度の代表値に掛けられる係数が得られる。そして、標準的な車両密度の代表値に係
数を乗じて得られる値が、自レーンの車両密度として算出される。なお、標準的な車両密
度の代表値には、例えば、走行速度と車両密度との関係について実地調査することで得ら
れた固定値を用いてもよい。或いは、隣レーンＬ１の車両密度の時系列平均値を、自レー
ンＬ２の標準的な車両密度の代表値として用いてもよい。
【００７１】
　図１１は、図１０に示すテーブルで規定されるパラメータ間の関係性を表したグラフで
ある。このグラフに示すように、自レーンの標準的な走行速度と自レーンの先行車両の走
行速度との差が大きいほど、閾値密度計算部１３２により計算される自レーンの車両密度
は大きくなる。また、自レーンの標準的な走行速度が小さいほど、閾値密度計算部１３２
により計算される自レーンの車両密度は大きくなる。なお、本実施の形態では図１０に示
すテーブルを用いて自レーンの車両密度を計算するとしたが、図１１に示すグラフに表さ
れるパラメータ間の関係性を関数で規定し、その関数を用いて自レーンの車両密度、すな
わち、閾値密度を計算するようにしてもよい。
【００７２】
　本実施の形態では、閾値頻度計算部１３４は、隣レーンの車両密度と自レーンの車両密
度との差に基づいて比較パラメータＰ１を計算する。レーン間の車両密度の差は、隣レー
ンの混み具合と自レーンの混み具合との差を表している。隣り合うレーン間で混み具合に
差がある場合、車両は、混んでいるレーンから空いているレーンへと自然と移っていく。
つまり、隣レーンの車両密度が自レーンの車両密度よりも高い場合、隣レーンから自レー
ンへのレーン変更が促される。逆に、自レーンの車両密度が隣レーンの車両密度よりも高
い場合、自レーンから隣レーンへのレーン変更が促される。ゆえに、閾値頻度計算部１３
４は、レーン間の車両密度の差が正であれば比較パラメータＰ１の値を大きくし、レーン
間の車両密度の差が負であれば比較パラメータＰ１の値を小さくする。具体的には、レー
ン間の車両密度の差に正の係数を乗じ得られる値が、比較パラメータＰ１として計算され
る。本実施の形態では、閾値頻度計算部１３４は、レーン間の車両密度の差に基づいて計
算された比較パラメータＰ１と、実施の形態１の方法で計算された退出頻度Ｆ２とに基づ
いて閾値頻度Ｆ＿ＴＨＲ１を計算する。なお、比較パラメータＰ１の計算に用いる隣レー
ンの車両密度は、隣レーン車両密度計算部１３１で計算されたものを流用してもよい。比
較パラメータＰ１の計算に用いる自レーンの車両密度は、閾値密度計算部１３２で計算さ
れたものを流用してもよい。
【００７３】
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　本実施の形態に係る自動運転システムによれば、隣レーンの車両密度に加えて、自レー
ンの混み具合も考慮して、隣レーンへレーン変更するかしないかが決定される。このため
、自車両のレーン変更が交通流を分散させる効果や、無駄なレーン変更を減らして交通流
の乱れを抑える効果を高めることができる。
【００７４】
実施の形態３
　本実施の形態に係る自動運転システムは、実施の形態１に係る自動運転システムと同じ
く、図２に示す構成を有し、図１に示す自動運転車両に搭載される。本実施の形態に係る
自動運転システムと実施の形態１に係る自動運転システムとの相違は、周辺物体認識部１
２０による周辺物体の認識方法にある。
【００７５】
　本実施の形態では、周辺物体認識部１２０は、路車間通信装置４０により受信した道路
交通情報を取得する。路車間通信装置４０が通信する道路交通情報通信システム等のイン
フラ設備では、道路を走行している車両の位置情報を集めて道路交通情報として発信して
いる。ゆえに、周辺物体認識部１２０が取得する道路交通情報には、少なくとも、自車両
が走行している道路上での他車両の大まかな位置情報が含まれている。つまり、本実施の
形態では、周辺物体の認識は予めインフラ設備の側で行われており、周辺物体認識部１２
０はその認識情報を受信してレーン選択部１３０へ出力する。
【００７６】
　具体的には、周辺物体認識部１２０は、認識情報である他車両の位置情報を、自レーン
を走行している他車両の位置情報と、隣レーンを走行している他車両の位置情報とに分別
する。周辺物体認識部１２０は、隣レーンを走行している他車両の位置情報を隣レーン車
両密度計算部１３１、進入頻度計算部１３３、及び閾値頻度計算部１３４へ出力する。ま
た、周辺物体認識部１２０は、自レーンを走行している他車両の位置情報を閾値密度計算
部１３２、進入頻度計算部１３３、及び閾値頻度計算部１３４へ出力する。
【００７７】
　隣レーン車両密度計算部１３１は、隣レーンを走行している他車両の位置情報に基づい
て隣レーンの車両密度を計算する。閾値密度計算部１３２は、自レーンを走行している他
車両の位置情報に基づいて自レーンの車両密度を閾値密度として計算する。３台以上の車
両の位置情報から車両密度を計算する方法は、実施の形態１で述べた通りである。本実施
の形態では、自レーンの車両密度の計算方法に、実施の形態１で述べた隣レーンの車両密
度の計算方法が応用される。
【００７８】
　進入頻度計算部１３３は、隣レーンを走行している他車両の位置情報と、自レーンを走
行している他車両の位置情報とに基づいて隣レーンから自レーンへ他車両が進入する進入
頻度を計算する。例えば、自車両の位置を基準にして設定される所定領域に関し、隣レー
ンを走行している他車両の総台数と、自レーンを走行している他車両の総台数とをそれぞ
れ計算し、それらの増減に基づいて隣レーンから自レーンへ進入してきた他車両の台数を
計算し、その台数に基づいて隣レーンから自レーンへの進入頻度を計算してもよい。
【００７９】
　閾値頻度計算部１３４は、隣レーン車両密度計算部１３１で計算された隣レーンの車両
密度と、閾値密度計算部１３２で計算された自レーンの車両密度との差に基づいて比較パ
ラメータを計算する。また、閾値頻度計算部１３４は、隣レーンを走行している他車両の
位置情報と、自レーンを走行している他車両の位置情報に基づいて自レーンから隣レーン
へ他車両が退出する退出頻度を計算する。例えば、自車両の位置を基準にして設定される
所定領域に関し、隣レーンを走行している他車両の総台数と、自レーンを走行している他
車両の総台数とをそれぞれ計算し、それらの増減に基づいて自レーンから隣レーンへ退出
していった他車両の台数を計算し、その台数に基づいて自レーンから隣レーンへの退出頻
度を計算してもよい。閾値頻度計算部１３４は、このように計算された比較パラメータと
退出頻度とに基づいて閾値頻度を計算する。
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【００８０】
　本実施の形態に係る自動運転システムによれば、自律認識センサを用いずとも、隣レー
ンの車両密度に関する情報、自レーンの車両密度に関する情報、隣レーンから自レーンへ
の進入頻度に関する情報、及び自レーンから隣レーンへの退出頻度に関する情報を取得す
ることができる。ゆえに、本実施の形態に係る自動運転システムによれば、自律認識セン
サが有効に機能しない状況下であっても、レーンごとの交通流の偏りを解消するように、
また、無駄なレーン変更を行わないように自車両の走行を制御することができる。なお、
本実施の形態に係る周辺物体の認識方法は、自律認識センサを用いた周辺物体の認識方法
と併用してもよい。
【００８１】
実施の形態４
　本実施の形態に係る自動運転システムは、実施の形態１に係る自動運転システムと同じ
く、図２に示す構成を有し、図１に示す自動運転車両に搭載される。本実施の形態に係る
自動運転システムと実施の形態１に係る自動運転システムとの相違は、周辺物体認識部１
２０による周辺物体の認識方法にある。また、隣レーン車両密度計算部１３１、閾値密度
計算部１３２、進入頻度計算部１３３、及び閾値頻度計算部１３４の各部における計算方
法も、実施の形態１に係る自動運転システムとは相違する。
【００８２】
　本実施の形態では、各車両の自律認識センサにより得られた認識情報や、路上設置の認
識装置により得られた認識情報は、インターネット上のサーバーに集められる。そして、
サーバーは収集した情報を処理し、道路ごとレーンごとに車両密度を計算する。また、レ
ーン間の車両の移動の頻度の計算もサーバーにおいて行われる。このような前提のもと、
移動通信装置４１は、自車両が走行している道路に関する情報をサーバーに送信し、サー
バーからは、自車両が走行している道路のレーンごとの車両密度と、レーン間の車両の移
動の頻度とを受信する。
【００８３】
　周辺物体認識部１２０は、移動通信装置４１が受信したレーンごとの車両密度を、隣レ
ーンの車両密度と自レーンの車両密度とに分別する。周辺物体認識部１２０は、隣レーン
の車両密度を隣レーン車両密度計算部１３１と閾値頻度計算部１３４へ出力し、自レーン
の車両密度を閾値密度計算部１３２と閾値頻度計算部１３４へ出力する。また、周辺物体
認識部１２０は、移動通信装置４１が受信したレーン間の車両の移動の頻度を、隣レーン
から自レーンへの進入頻度と自レーンから隣レーンへの退出頻度とに分別する。周辺物体
認識部１２０は、隣レーンから自レーンへの進入頻度を進入頻度計算部１３３へ出力し、
自レーンから隣レーンへの退出頻度を閾値頻度計算部１３４へ出力する。
【００８４】
　隣レーン車両密度計算部１３１は、周辺物体認識部１２０から入力された隣レーンの車
両密度をそのまま走行レーン決定部１３５へ出力する。閾値密度計算部１３２は、周辺物
体認識部１２０から入力された自レーンの車両密度を閾値密度としてそのまま走行レーン
決定部１３５へ出力する。進入頻度計算部１３３は、周辺物体認識部１２０から入力され
た進入頻度をそのまま走行レーン決定部１３５へ出力する。つまり、本実施の形態では、
レーンごとの車両密度の計算と、レーン間の車両の移動の頻度の計算は予めサーバーで行
なわれているので、周辺物体認識部１２０、隣レーン車両密度計算部１３１、閾値密度計
算部１３２、及び進入頻度計算部１３３は、移動通信装置４１が受信したサーバーの計算
結果をそのまま下流へ伝達するだけでよい。
【００８５】
　閾値頻度計算部１３４は、周辺物体認識部１２０から入力された隣レーンの車両密度と
自レーンの車両密度とに基づいて比較パラメータを計算する。閾値頻度計算部１３４は、
計算した比較パラメータと、周辺物体認識部１２０から入力された退出頻度とに基づいて
閾値頻度を計算し、計算した閾値頻度を走行レーン決定部１３５へ出力する。つまり、本
実施の形態では、走行レーンの決定に必要な情報のうち閾値頻度の計算のみがレーン選択
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部１３０において行われる。
【００８６】
　本実施の形態に係る自動運転システムによれば、自律認識センサを用いずとも、隣レー
ンの車両密度、自レーンの車両密度、隣レーンから自レーンへの進入頻度、自レーンから
隣レーンへの退出頻度をそれぞれ取得することができる。ゆえに、本実施の形態に係る自
動運転システムによれば、自律認識センサが有効に機能しない状況下であっても、レーン
ごとの交通流の偏りを解消するように、また、無駄なレーン変更を行わないように自車両
の走行を制御することができる。なお、本実施の形態に係る周辺物体の認識方法は、自律
認識センサを用いた周辺物体の認識方法と併用してもよい。
【００８７】
実施の形態５
　本実施の形態に係る自動運転システムは、実施の形態１に係る自動運転システムと同じ
く、図２に示す構成を有し、図１に示す自動運転車両に搭載される。本実施の形態に係る
自動運転システムと実施の形態１に係る自動運転システムとの相違は、レーン変更提案部
１４２の機能にある。
【００８８】
　実施の形態１では、隣レーンが空いていたとしても、隣レーンから自レーンへ他車両が
進入する進入頻度が高い場合には、隣レーンの前方に進行を妨げる要因があるとの推定の
もと、隣レーンを自車両走行レーンとして選択しないとする判断が維持される。しかし、
その要因は実際には自車両とは無関係である可能性がある。例えば、自車両が自動車専用
道路においてインターチェンジの出口側のレーンを走行している場合、そのインターチェ
ンジの出口に向かう車両が隣レーンから一斉に自レーンに進入してくるケースがある。こ
のような場合、隣レーンが空いている理由は自車両とは無関係であり、隣レーンへのレー
ン変更を行わなければ渋滞に巻き込まれてしまう。
【００８９】
　そこで、本実施の形態では、隣レーンの空き状況は隣レーンを自車両走行レーンとして
選択するための選択基準を満たしているが、隣レーンの前方に進行を妨げる要因があると
推定された場合、隣レーンへのレーン変更を行うかどうかの判断は運転者に委ねるように
する。運転者自身が最終判断をすることで、レーン変更を行なった結果或いは行わなかっ
た結果に対して、乗員が違和感を覚えることは抑えられる。レーン変更を行うかどうかの
判断を運転者に委ねる方法として、本実施の形態では、レーン変更提案部１４２による提
案が用いられる。
【００９０】
　レーン変更提案部１４２は、具体的には、レーン選択部１３０により、隣レーンの車両
密度は閾値密度より低いが、進入頻度が閾値頻度以上であると判断された場合、隣レーン
のほうが空いていることを運転者に伝えた上で、隣レーンへのレーン変更を運転者に提案
する。このとき、隣レーンの前方に進行を妨げる何らかの要因があることも一緒に伝えて
もよい。レーン変更提案部１４２による提案は、ＨＭＩ７を介して音（例えば音声）或い
は光（例えば画像）によって行われる。
【００９１】
　ここで、図１２は、本実施の形態に係るレーン変更制御の流れを示すフローチャートで
ある。制御装置１００は、レーン変更を行うまでの間、このフローチャートに示す処理を
所定の周期で繰り返し実施している。まず、ステップＳ３１では、レーン選択部１３０は
、周辺物体情報と走路情報とをそれぞれ周辺物体認識部１２０と走路認識部１１０とから
取得する。ステップＳ３２では、レーン選択部１３０は、ステップＳ３１で取得した周辺
物体情報と走路情報とに基づいて、隣レーンの車両密度、閾値密度、進入頻度、及び閾値
頻度をそれぞれ計算する。各情報の取得方法、及び各パラメータの計算方法は、実施の形
態１－４のいずれの方法を用いてもよい。
【００９２】
　ステップＳ３３では、レーン選択部１３０は隣レーンの車両密度と閾値密度とを比較し
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、隣レーンの車両密度が閾値密度より低いかどうか判定する第１の判断処理を行う。隣レ
ーンの車両密度が閾値密度以上である場合、制御部１４０は、ステップＳ３７において、
現在の自車両走行レーンの維持をするように自車両の走行を制御する。
【００９３】
　隣レーンの車両密度が閾値密度より低い場合、レーン選択部１３０は、続いてステップ
Ｓ３４の判定を行う。ステップＳ３４では、レーン選択部１３０は、他車両が隣レーンか
ら自レーンへ進入する進入頻度が閾値頻度より低いかどうか判定する第２の判断処理を行
う。進入頻度が閾値頻度より低い場合、ステップＳ３５の処理が選択される。ステップＳ
３５では、レーン選択部１３０は、第３の判断処理として隣レーンを自車両走行レーンと
して選択し、制御部１４０は、隣レーンへのレーン変更を自動で行うように自車両の走行
を制御する。
【００９４】
　進入頻度が閾値頻度以上である場合、ステップＳ３６の処理が選択される。ステップＳ
３６では、制御部１４０のレーン変更提案部１４２は、隣レーンへのレーン変更を運転者
に提案する。制御部１４０は、レーン変更提案部１４２の提案に運転者が同意したときに
は、隣レーンへのレーン変更を自動で行い、運転者が提案に同意しなかったときには、現
在の自車両走行レーンを維持する。
【００９５】
実施の形態６
　本実施の形態に係る自動運転システムは、実施の形態１に係る自動運転システムと同じ
く、図１に示す自動運転車両に搭載される。ただし、その構成は、実施の形態１に係る自
動運転システムの構成とは異なっている。図１３は、本実施の形態に係る自動運転システ
ムの構成を示すブロック図である。図１３には、本実施の形態に係る制御装置１００が有
する自動運転のための機能のうち、特に、自車両のレーン変更に関係する機能がブロック
で表現されている。なお、図１３において、実施の形態１に係る制御装置１００が有する
機能と共通の機能については、共通の符号を用いている。
【００９６】
　本実施の形態に係る自動運転システムは、隣レーンへのレーン変更の要求があった場合
、隣レーンにレーン変更が可能な空きを検知したらレーン変更を自動で行う機能を有する
。レーン変更の要求には、運転者からの要求と、自動運転システムの内部で生成された要
求とが含まれる。ただし、隣レーンにレーン変更が可能な空きがあったとしても、隣レー
ンから自レーンへの他車両の進入頻度が高い場合、隣レーンを自車両走行レーンとして選
択しないとする判断が維持される。このような機能を実現するために、本実施の形態に係
る制御装置１００のレーン選択部１３０は、レーン変更要求検知部１３６、隣レーン車間
距離計算部１３７、進入頻度計算部１３３、閾値頻度計算部１３４、及び走行レーン決定
部１３８を備える。ただし、進入頻度計算部１３３と閾値頻度計算部１３４の機能につい
ては、実施の形態１－５で述べた通りである。
【００９７】
　レーン変更要求検知部１３６は、運転者がＨＭＩ７を操作することで入力されるレーン
変更の要求を検知する。また、レーン変更要求検知部１３６は、自動運転システムの内部
で計画された走行レーン計画に基づくレーン変更の要求を検知する。レーン変更の要求が
検知された場合、レーン変更要求検知部１３６は、レーン変更の要求が有ることを通知す
る信号を走行レーン決定部１３８へ出力する。
【００９８】
　隣レーン車間距離計算部１３７は、周辺物体認識部１２０からレーン選択部１３０に入
力される周辺物体の認識情報を取得する。周辺物体の認識情報には、隣レーンを走行して
いる他車両の位置及び速度が含まれる。隣レーン車間距離計算部１３７は、隣レーンを走
行している他車両の位置及び速度に基づいて、隣レーンを走行している車両ごとにその前
方の車両との間の車間距離を計算する。隣レーンの車間距離は、隣レーンの空き状況を示
すパラメータの１つである。
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【００９９】
　図３に示す例では、車両２１１と車両２１２との間の車間距離、車両２１２と車両２１
３との間の車間距離、及び車両２１３と車両２１４との間の車間距離がそれぞれ計算され
る。ただし、隣レーンを走行する他車両の走行速度が自車両の走行速度より遅い場合、自
車両よりも前を走行する他車両の車間距離（図３に示す例では、車両２１１と車両２１２
との間の車間距離）のみを計算してもよい。隣レーンを走行する他車両の走行速度が自車
両の走行速度より速い場合、自車両よりも後を走行する他車両の車間距離（図３に示す例
では、車両２１３と車両２１４との間の車間距離）のみを計算してもよい。隣レーン車両
密度計算部１３１は、予め定められた周期で隣レーンを走行する各車両の車間距離の計算
値を更新する。
【０１００】
　走行レーン決定部１３８は、レーン変更要求検知部１３６からレーン変更の要求が有っ
たことを通知された場合、隣レーン車間距離計算部１３７で計算された各車両の車間距離
を閾値距離と比較する。閾値距離は、自車両が安全に割り込むことができる車間距離であ
って、隣レーンを自車両走行レーンとして選択するかどうか判断するための選択基準であ
る。閾値距離は、固定値としてもよいし、隣レーンを走行する他車両の自車両に対する相
対速度を変数とする関数で表してもよい。
【０１０１】
　隣レーンの車間距離が閾値距離よりも大きい場合、その車間距離を与える車両と車両と
の間に割り込むようにレーン変更を行うことで、隣レーンへのレーン変更を安全に達成す
ることができる。ただし、隣レーンの前方に進行を妨げる要因が存在するために、隣レー
ンの車間距離が大きくなっているのであれば、隣レーンへレーン変更したところで、直ぐ
に元のレーンへ戻らなければならなくなる。この場合のレーン変更は自車両にとっては全
く無駄な動作である。さらに、それだけにとどまらず、その動作によって交通流にみだれ
を生じさせ、円滑な交通流の実現を妨げてしまう。
【０１０２】
　ゆえに、走行レーン決定部１３８は、隣レーンの車間距離が閾値距離よりも大きい場合
、他車両が隣レーンから自レーンへ進入する進入頻度が閾値頻度よりも低い場合に限り、
自車両走行レーンを隣レーンへ変更することを選択する。そして、隣レーンの車間距離が
閾値距離以下である場合や、隣レーンの車間距離が閾値距離よりも大きくても進入頻度が
閾値頻度以上である場合は、走行レーン決定部１３８は、隣レーンを自車両走行レーンと
して選択しないとする判断を維持する。
【０１０３】
　ここで、図１４は、走行レーン決定部１３８を含むレーン選択部１３０によるレーン選
択の流れを示すフローチャートである。レーン選択部１３０は、レーン変更が行われるま
での間、このフローチャートに示す処理を所定の周期で繰り返し実施している。まず、ス
テップＳ４１では、レーン選択部１３０は、周辺物体情報と走路情報とをそれぞれ周辺物
体認識部１２０と走路認識部１１０とから取得する。
【０１０４】
　ステップＳ４２では、レーン選択部１３０は、レーン変更の要求が有るかどうかを判定
する。レーン変更の要求が無い場合、レーン選択部１３０は、ステップＳ４７において現
在の自車両走行レーンの維持を選択する。
【０１０５】
　レーン変更の要求が有る場合、レーン選択部１３０は、ステップＳ４３の処理を行う。
ステップＳ４３では、レーン選択部１３０は、ステップＳ４１で取得した周辺物体情報と
走路情報とに基づいて、隣レーンの車間距離、進入頻度、及び閾値頻度をそれぞれ計算す
る。なお、ここでいう隣レーンの車間距離とは、隣レーンへのレーン変更の際に自車両が
割り込むことになる車両と車両との間の車間距離である。
【０１０６】
　ステップＳ４４では、レーン選択部１３０は、ステップＳ４３で計算した隣レーンの車
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間距離と閾値距離とを比較し、隣レーンの車間距離が閾値距離より大きいかどうか判定す
る。隣レーンの車間距離が閾値距離以下である場合、レーン選択部１３０は、ステップＳ
４７において現在の自車両走行レーンの維持を選択する。
【０１０７】
　隣レーンの車間距離が閾値距離より大きい場合、レーン選択部１３０は、続いてステッ
プＳ４５の判定を行う。ステップＳ４５では、レーン選択部１３０は、他車両が隣レーン
から自レーンへ進入する進入頻度が閾値頻度より低いかどうか判定する。進入頻度が閾値
頻度より低ければ、レーン選択部１３０は、ステップＳ４６において、隣レーンへの自車
両走行レーンの変更を選択する。しかし、進入頻度が閾値頻度以上である場合、レーン選
択部１３０は、ステップＳ４７において、隣レーンを自車両走行レーンとして選択しない
とする判断を維持し、現在の自車両走行レーンの維持を選択する。
【０１０８】
　このようにレーン選択が行われることで、レーン変更の要求に応じてレーン変更を行っ
た後に、再度元のレーンにレーン変更しなければならなくなるような無駄な車両動作を減
らすことができる。このため、本実施の形態に係る自動運転システムによれば、乗員が違
和感を覚えることを抑えることができ、また、無駄なレーン変更が行われることによる交
通流の乱れを抑えることで、円滑な交通流の実現に資することができる。
【０１０９】
その他実施の形態
　自レーンの車両密度に基づいて閾値密度を計算する場合において、自レーンの車両密度
は次のように計算されてもよい。まず、自車両があるレーンを走行している場合に、例え
ば実施の形態１に記載の方法にて隣レーンの車両密度が計算される。隣レーンの車両密度
はメモリに記憶され、所定の周期で更新されていく。そして、隣レーンへの変更が行わる
とき、その時点においてメモリに記憶されていた隣レーンの車両密度が読み出され、自レ
ーンの車両密度としてメモリの別領域に記憶される。記憶された自レーンの車両密度は、
再びレーン変更が行われるまで保持される。
【０１１０】
　上述の実施の形態ではレーン数が２つの道路を自車両が走行している場合を例にとって
説明したが、自車両が走行する道路のレーン数は３つ以上でもよい。ただし、レーン数が
３つ以上の場合、レーン変更が可能なレーンが自レーンの両隣に存在するために、右隣レ
ーンへのレーン変更と左隣レーンへのレーン変更の何れか一方を選択しなければならない
場面が生じ得る。その場合は、両隣のレーンについて他車両の進入頻度を計算し、進入頻
度が閾値頻度よりも低いレーンを選択すればよい。右隣のレーンからの進入頻度と左隣の
レーンからの進入頻度の両方が閾値頻度よりも低い場合は、進入頻度がより低い方のレー
ンを選択してもよい。
【符号の説明】
【０１１１】
　１　車両（自車両）
　２　自動運転システム
　３　内部センサ
　４　ＧＰＳ受信機
　５　地図データベース
　６　ナビゲーションシステム
　７　ＨＭＩ
　８　アクチュエータ
　１０，１１，１２，１３　ライダー（自律認識センサ）
　２０，２１，２２　レーダー（自律認識センサ）
　３０　カメラ（自律認識センサ）
　４０　路車間通信装置
　４１　移動通信装置
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　１００　制御装置
　１１０　走路認識部
　１２０　周辺物体認識部
　１３０　レーン選択部
　１３１　隣レーン車両密度計算部
　１３２　閾値密度計算部
　１３３　進入頻度計算部
　１３４　閾値頻度計算部
　１３５，１３８　走行レーン決定部
　１３６　レーン変更要求検知部
　１３７　隣レーン車間距離計算部
　１４０　制御部
　１４１　軌道計算部
　１４２　レーン変更提案部
　２０１，２０２，２１１，２１２，２１３，２１４　車両（他車両）
　Ｌ１，Ｌ２　レーン

【図１】 【図２】
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